
社会保障改⾰の主な項⽬社会保障改⾰の主な項⽬

Ⅰ 子ども・子育て

○ 子ども・子育て新システムの制度実施に伴い、保育等の量的拡充や幼保一体化などの機能強化を
図る。
・ 待機児童の解消、質の高い学校教育・保育の実現、放課後児童クラブの拡充、社会的養護の充実
・ 保育等への多様な事業主体の参入促進、既存施設の有効活用、実施体制の一元化

Ⅱ 医療・介護等

○ サービスの提供体制の効率化・重点化と機能強化を図る。そのため、診療報酬・介護報酬の体系
的見直しと基盤整備のための一括的な法整備を行う。

・ 病院・病床機能の分化・強化と連携、在宅医療の充実等、地域包括ケアシステムの構築・ケアマネ
ジメントの機能強化・居住系サービスの充実、施設のユニット化、重点化に伴うマンパワーの増強

・ 平均在院日数の減少、外来受診の適正化、ＩＣＴ活用による重複受診・重複検査・過剰薬剤投与等
の削減、介護予防・重度化予防

○ 保険者機能の強化を通じて、医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化な
どを図る。

a) 被用者保険の適用拡大と国保の財政基盤の安定化・強化・広域化

・ 短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大、市町村国保の財政運営の都道府県単位化と併
せ財政基盤を強化

b) 介護保険の費用負担の能力に応じた負担の要素強化と低所得者への配慮、保険給付の重点化
・ １号保険料の低所得者保険料軽減強化
・ 介護納付金の総報酬割導入、重度化予防に効果のある給付への重点化

c) 高度・長期医療への対応（セーフティネット機能の強化）と給付の重点化
・ 高額療養費の見直しによる負担軽減と、その規模に応じた受診時定額負担等の併せた検討

d) その他
・ 総合合算制度、高齢者医療制度の見直し、低所得者対策・逆進性対策等の検討

・ 後発医薬品の更なる使用促進、医薬品の患者負担の見直し、国保組合の国庫補助の見直し、高
齢者医療費支援金の総報酬割導入、70～74歳2割負担

所要額（公費）2015年

０．７兆円
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～１兆円弱程度



Ⅲ 年金
○ 国民的な合意に向けた議論や環境整備を進め、「新しい年金制度の創設」実現に取り組む。

・ 所得比例年金(社会保険方式)、最低保障年金（税財源）
○ 年金改革の目指すべき方向性に沿って、現行制度の改善を図る。
・ 最低保障機能の強化＋高所得者の年金給付の見直し
・ 短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大、第３号被保険者制度の見直し、在職老齢年金の見
直し、産休期間中の保険料負担免除、被用者年金の一元化
・ デフレ下のマクロ経済スライド、支給開始年齢の引上げ、標準報酬上限の引上げ

○ 業務運営の効率化を図る（業務運営及びシステムの改善）。

Ⅳ 就労促進
○ 全員参加型社会の実現のために、若者の安定的雇用の確保、女性の就業率のM字カーブの解消、
年齢にかかわりなく働き続けることができる社会づくり、障害者の雇用促進に取り組む。

○ ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の実現を図る。
○ 雇用保険・求職者支援制度の財源について、関係法の規定を踏まえ検討する。

Ⅴ Ⅰ～Ⅳ以外の充実、重点化・効率化
・ サービス基盤の整備、医療イノベーションの推進、第２のセーフティネットの構築、生活保護の見直し

（充実、重点化・効率化）、障害者施策・難病対策の検討、震災復興における新たな安心地域モデルの
提示

所要額（公費）2015年

～０．６兆円程度

2015年度の上記の所要額（公費）合計 ＝ 約２．７兆円程度


